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令和３年度 安城市国民健康保険事業特別会計予算について  

 

１ 令和２年度決算見込 

（１）歳入見込 

ア 「国保税」は、令和２年度における被保険者数の減少により、前年度より減少し、総

額３４億５千万円余となる見込みです。 

  イ 「国庫支出金」は、東日本大震災の被災者支援に対する国からの補助金として３７千円、

新型コロナウイルス感染症関連として２千２百万円余を災害臨時特例補助金として見込

んでいます。 

ウ 「県支出金」は、保険給付費分の支払いに充てる役割の普通交付金と保険者努力支援

分、国特別調整交付金分、特定健診負担金分、県繰入金２号分の４項目ある特別交付金

があり、見込額は以下のとおりです。 

 〇普通交付金             ８，７６８，６６３千円 

 〇特別交付金（保険者努力支援分）      ６１，８９７千円 

 〇  〃  （国特別調整交付金分）     ９３，３６９千円 

 〇  〃  （県繰入金２号分）      １１８，８５２千円 

 〇  〃  （特定健診負担金分）      ４４，５８４千円 

       合   計        ９，０８７，３６５千円 

エ 「一般会計繰入金」は、財政運営のために一般会計から繰り入れるものですが、法定

分（事務費及び出産育児一時金の３分の２）と法定外分があり、法定外分のうち赤字補

填目的の法定外を平成３０年度から削減しており、１１億６千万円余となる見込みです。 

オ 「繰越金」は、前年度の決算で出た繰越金を翌年度の歳入に繰り越しするものですが、

令和元年度の決算の結果から、１５億４千万円余の繰越額となりました。 

カ 「諸収入」は、国保税の延滞金や被保険者からの返納金などですが、６千万円余とな

る見込みです。 

キ 「歳入総額」は、前年度より３千万円余増加し、１５３億３千万円余となる見込みで

す。 

 

（２）歳出見込 

ア 「総務費」は、職員人件費や各種業務委託料などですが、前年度より減少し、１億７

千万円余となる見込みです。 

イ 「保険給付費」は、医療費の保険者負担分などですが、前年度より８千万円余増加し、

ほぼ横ばいの総額８８億２千万円余となる見込みです。 

ウ 「国民健康保険事業費納付金」は、県単位化に伴い、県が納付額を示しその額を各市
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町村が納付するもので、４５億８千万円余となる見込みです。 

エ 「特定健診等の事業費」は、４０歳以上を対象とした生活習慣病予防のための特定健康

診査及び特定保健指導を実施するための費用で、前年度よりやや増加し、１億２千万円余

となる見込みです。 

オ 「保健事業費」は、ヤング健診（２０歳～３９歳）や、糖尿病などの重症化予防事業、

ジェネリック医薬品の利用促進（希望カード・利用差額通知）、広報折込チラシ、医療費

通知などの費用ですが、各種取組みの強化など前年度よりやや増加し１千７百万円余とな

る見込みです。 

カ 「基金積立金」は、国民健康保険事業を健全かつ円滑に運営するためのものですが、

平成２２年度に、リーマンショック後の財源不足を補うため全額取り崩した以降は、保

有していませんでしたが、平成２６年度に一定の繰越金を確保できる見込みであったこ

とから、２億５千万円積み立てました。２年度は積み立てた基金の利子分が８６万円余

ある予定です。 

キ 「税還付金等」は、国保資格を遡って喪失した場合などにおける国保税の還付金など

ですが、３千万円余となる見込みです。 

ク 「国庫返納金」は、前年度交付分の精算に伴う国庫への返納金等を見込んでおりまし

たが、３万円余となる見込みです。 

ケ 「歳出総額」は、前年度とほぼ横ばいの、１３７億６千万円余となる見込みです。 

 

（３）実質収支（翌年度繰越金）・単年度収支 

   実質収支である翌年度への繰越金は、１５億７千万円余となる見込みです。また、単年度

収支は、２千２百万円余の黒字となる見込みです。 

 

 

２ 令和３年度予算（案） 

（１）歳入 

ア 「国保税」は、総額３３億９千万円余としています。県が示した標準保険料率を採用

し、予算計上しております。 

  イ 「県支出金」は、県単位化に伴い、保険給付費分の支払いに充当する役割の普通交付金

と保険者努力支援分などの特別交付金の構成となり、合計金額として９０億２千万円余と

しています。 

ウ 「一般会計繰入金」は、前年度からやや減少し１０億円余としています。 

エ 「繰越金」は、国民健康保険事業に必要な歳入として、２億２千万円余としています。 

オ 「諸収入」は、７千万円余としています。 

（２）歳出 
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ア 「総務費」は、前年度より減少し、１億８千万円余としています。 

イ 保険給付費のうち「療養給付費」は、医療費の保険者負担分ですが、高齢化や医療の高

度化などに伴い、１人当たり医療費の増加傾向ですが、７６億円余としています。 

ウ 「療養費」は、接骨院での柔道整復等の施術やコルセットなどの治療用装具に係る給付

ですが、７千５百万円余としています。 

エ 「高額療養費」は、医療費の自己負担限度額を超えた分を支給するもので、９億３千万

円余としています。 

オ 「出産育児一時金」は、被保険者が出産したときに４２万円を支給するものですが、被

保険者数の減少に伴い、８千４百万円余としています。 

カ 「葬祭費」は、被保険者が死亡したときに葬祭を行った人に５万円を支給するものですが、

保険者数の減少に伴い、１千万円余としています。 

キ 「傷病手当金」は、令和２年度予算と同額の百万円としています。 

ク 「保険給付費」全体では、前年度より減少し、総額８８億２千万円余としています。 

ケ 「国民健康保険事業費納付金」は、県単位化に伴い、県が納付額を示しその額を各市町

村が納付するもので、被保険者数の減少に伴い減少し、４５億６千万円余を計上しており

ます。 

コ 「特定健診等の事業費」は、前年度より減少し、１億５千万円余としています。 

サ 「保健事業費」は、ヤング健診や糖尿病などの重症化予防事業、ジェネリック医薬品の

利用促進などの事業費で、２千３百万円余としています。 

シ 「税還付金等」は、１千８百万円余としています。 

ス 「国庫返納金等」は、前年度交付分の精算等に伴う返納金で百万円としています。 

 

（３）予算総額（歳入・歳出） 

予算総額は、前年度予算より３千万円余減少（約０．２％減）し、１３７億９千７百万

円のほぼ横ばいとしています。 


